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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　煉瓦用粘土に、軟化温度が１２５０℃以上であり、炭素含有量が２．８重量％以下であ
り、かつ、カルシウム含有量（酸化物換算）が１．５重量％以下である石炭灰を、５０重
量％以上６０重量％未満混合して加水混練し、押出し成型した成形体を形成する工程と、
　乾燥後の前記成形体を、１１３０℃～１２５０℃で焼成する工程と
を備えることを特徴とする、吸水率が９．３％以下である煉瓦の製造方法。
【請求項２】
　　前記焼成工程中に還元焼成工程を含む、請求項１に記載される煉瓦の製造方法。
【請求項３】
　煉瓦用粘土に、軟化温度が１２５０℃以上であり、炭素含有量が２．８重量％以下であ
り、かつ、カルシウム含有量（酸化物換算）が１．５重量％以下である石炭灰を加水混練
し、押出し成型した成形体を形成する工程と、
　乾燥後の前記成形体を、１１３０℃～１２５０℃で焼成する工程と
を備える製造方法により製造することができる、原料として前記石炭灰が５０重量％以上
６０重量％未満混合されており、かつ吸水率が９．３％以下である煉瓦。
【請求項４】
　前記焼成工程中に還元焼成工程を含むことにより得られることを特徴とする請求項３に
記載される煉瓦。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、従来の普通煉瓦の製造工程を変更することなく、原料粘土に石炭灰を５０重
量％以上配合していながら、機械的強度が高く、低い吸水率を有した煉瓦の製造方法及び
該製造方法により得られた煉瓦に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　これまでに、石炭灰を原料として用いた燒結体の製造方法について、様々な試みがなさ
れてきた。
【０００３】
　例えば、特開２０００－８６３４８号公報には、石炭灰を主成分とした緻密なセラミッ
ク成形体の製造方法が記載されている。しかしながら、当該技術は煉瓦用粘土を用いたも
のではなく、また、普通煉瓦の工程における製造を可能とすることを目的とするものでは
ない。
【０００４】
　また、特開昭５６－１００１６０号公報には、石炭灰のような、炭素比率が１～１５重
量％の微細な粘土様材料と、ＣａＣＯ3のような微細な石灰質材料との混合物を焼成した
多孔質焼結体が記載されている。しかしながら、得られたものは多孔質焼結体であるから
その吸水率はとても低いものであるとはいえない。また、当該技術は煉瓦製造用材料とし
て煉瓦用粘土を用いるものではない。
【０００５】
  さらに、特開２０００－７３９６号公報には、石炭灰を主原料とした焼成人工骨材、タ
イル、煉瓦を製造する際に、分級細粒フライアッシュを用いることでこれらの燒結体の吸
水率を低下させる方法が記載されている。しかしながら、当該技術で用いる石炭灰は電気
集塵機から回収した後に分級する必要があり、通常の方法で捕集された石炭灰をそのまま
使用するものではない。
【特許文献１】特開２０００－８６３４８号公報
【特許文献２】特開昭５６－１００１６０号公報
【特許文献３】特開２０００－７３９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　これまでに、我々発明者は粘土に石炭灰を５０重量％以上混合した原料を用いて、従来
通りの煉瓦の製造工程により、焼成煉瓦を製造する方法に取り組んできた。その結果、１
１００℃程度の焼成温度で煉瓦を製造することができたが、粘土のみを用いて焼成した場
合と比較して、焼成時の収縮が小さいために、燒結密度が低く、吸水率も約１１％と高く
なってしまうという問題があった。一般的に、吸水率の高い煉瓦を北海道のような寒冷地
で使用すると、冬期間の凍結融解による割れの原因となることがある。また、日本工業規
格では、普通煉瓦４種（ＪＩＳＲ１２５０）として吸水率を１０％以下と規定している。
【０００７】
　一方、燒結密度を高くするためには、１１００℃以上の高温焼成を行い、焼成収縮を適
度の大きくする方法が考えられるが、通常の石炭灰を用いると、焼成時に、煉瓦の膨れや
積み上げた煉瓦同士の融着が発生してしまい、通常の製造工程での作製が困難であった。
【０００８】
　このような事情のもので、本発明は、従来の煉瓦の製造工程を変更することなく、石炭
灰を５０重量％以上高配合していながら、機械的強度が高く、低い吸水性を有する煉瓦を
製造することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
  本発明は、膨れ及び融着の主な原因が石炭灰中に残存している未燃炭素及び原料中のカ
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ルシウム含有量の影響であることを確かめて、未燃炭素及びカルシウム含有量の少ない石
炭灰を選択的に用いることで、１１３０℃以上の高温焼成あるいは高温還元焼成を可能と
する。その結果、普通煉瓦の寸法を有した石炭灰を５０重量％以上含んだ煉瓦でありなが
ら、高い圧縮強度と低い吸水率を有するものを得ることができる。
【００１０】
　そのため、本発明は、以下に示す構成を特徴的に有することが必要である。
【００１１】
　（１）煉瓦用粘土に、軟化温度が１２５０℃以上であり、炭素含有量が２．８重量％以
下であり、かつ、カルシウム含有量（酸化物換算）が１．５重量％以下である石炭灰を、
５０重量％以上６０重量％未満混合して加水混練し、押出し成型した成形体を形成する工
程と、乾燥後の成形体を、１１３０℃～１２５０℃で焼成する工程とを備えることを特徴
とする、吸水率が９．３％以下である煉瓦の製造方法。
【００１２】
　（２）前記焼成工程中に還元焼成工程を含む前記（１）に記載される煉瓦の製造方法。
【００１３】
　（３）煉瓦用粘土に、軟化温度が１２５０℃以上であり、炭素含有量が２．８重量％以
下であり、かつ、カルシウム含有量（酸化物換算）が１．５重量％以下である石炭灰を加
水混練し、押出し成型した成形体を形成する工程と、乾燥後の成形体を、１１３０℃～１
２５０℃で焼成する工程とを備える製造方法により製造することができる、原料として石
炭灰が５０重量％以上６０重量％未満混合されており、かつ吸水率が９．３％以下である
煉瓦。
【００１４】
　（４）前記焼成工程中に還元焼成工程を含む前記（３）に記載される煉瓦。
【００１５】
　以下、本発明の構成要件について、その詳細を示す。
【００１６】
　本発明において用いることができる粘土は、赤煉瓦用粘土など一般的な粘土であり、耐
火性を表す軟化温度が１１８０℃以上のものであり、好ましくは１２８０℃以上のもので
ある。本発明では焼成温度を高くすることで燒結密度を高めるものであるため、粘土の耐
火性が最も重要な要件であり、粘土の組成、粒度などは特に制限されるものではない。
【００１７】
　なお、本発明においては１１３０℃～１２５０℃の焼成温度を用いるが、トンネルキル
ンなどの焼成炉の温度分布を完全に均一にすることは難しく、煉瓦の設置場所によっては
表示温度よりも高くなる場合がある。したがって、１１３０℃の焼成温度であっても、不
良品の発生を防ぐためには、用いる粘土の耐火性に裕度を持たせて、軟化温度が１１８０
℃以上である必要がある。また、１２５０℃の焼成温度を用いる場合も含めて、軟化温度
が１２８０℃以上であることが好ましい。
【００１８】
　また、本発明において用いることができる石炭灰は、火力発電所などにおける電気集塵
機で捕集されたフライアッシュである。粒度は石炭灰全重量の大部分がシルト分（５μｍ
～７５μｍ）に分布し、平均粒径（Ｄ５０）は１０μｍ～２５μｍ程度である。本発明で
は石炭灰の粒度は特に制限されるものではなく、火力発電所において通常の方法で回収さ
れる上記のような粒度の石炭灰をそのまま使用することができる。
【００１９】
　また、石炭灰の軟化温度は石炭灰の種類によって異なるがおよそ１３５０℃～１５５０
℃程度である。したがって、耐火性の点からは、ほとんどの石炭灰は本発明の焼成条件で
使用することができるが、軟化温度が１２５０℃以上である必要があることは勿論である
。
【００２０】
　また、本発明において用いられる石炭灰中に含まれる未燃炭素分は２．８重量％以下の
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石炭灰である。未燃炭素分が２．８重量％を越える石炭灰は焼成時に炭酸ガスを発生して
、煉瓦内部に気孔を形成したり膨れの原因となるために好ましくない。
【００２１】
  また、本発明において用いられる石炭灰中に含まれるカルシウムの含有量は１．５重量
％（酸化物換算）以下のものである。好ましくは１．０重量％以下のものである。なお、
石炭灰の主成分であるシリカ、アルミナ及び微量に含まれるカルシウムを除く酸化鉄、酸
化チタン、酸化リンなどの酸化物の組成については特に制限されるものではない。石炭灰
中のアルカリ金属については、焼成時の軟化温度に影響することが考えられるが、一般的
な石炭灰ではナトリウム、カリウムの合計の含有量は２．５重量％（酸化物換算）以下で
あり、本発明においてはこの範囲の石炭灰を用いることができる。
【００２２】
　また、本発明に用いられる石炭灰の混合割合は乾燥重量で５０重量％以上、６０重量％
以下である。石炭灰が５０重量％未満では、石炭灰の有効利用を促進するという観点から
好ましくない。また、石炭灰が６０重量％超では、原料に水分を加えて混練した時の可塑
性が粘土と比較して低くなり、押出し成形機による成形が困難になるため、好ましくない
。
【００２３】
　本発明において用いることができる焼成方法は、通常の煉瓦製造で行われる方法であり
、その焼成条件としては、所定温度まで昇温する予熱温度がおよそ１０時間、焼成時間が
およそ１０時間、常温まで冷却する冷却温度がおよそ２０時間である。また、通常行う大
気雰囲気中での焼成の他に、重油バーナーに供給する燃料流量を制御して行う還元雰囲気
中での焼成方法を用いることができる。
【００２４】
  また、本発明において用いることができる焼成温度は、１１３０℃～１２５０℃である
。焼成温度が１１３０℃未満では、煉瓦の焼成収縮が十分でなく、吸水率が高くなってし
まうため好ましくない。また、通常の赤煉瓦製造の焼成温度は１２５０℃以下であり、１
２５０℃を越えた温度で焼成することは設備に係る負担や燃料費が上昇することなどから
好ましくない。
【００２５】
　本発明において用いることができる煉瓦の製造工程としては、原料混練、押出し成形、
乾燥、焼成といった一連の工程において、通常の粘土原料を用いた場合と同じ工程をその
まま用いることが可能であり、製造工程について特に制限されるものはない。
【００２６】
　本発明において得られた煉瓦は、ＪＩＳ普通煉瓦の基準に適合した形状、強度、吸水率
を有している。また、本発明で得られた煉瓦の圧縮強度がＪＩＳ基準と比較しても十分に
高いため、路盤材などに用いる場合においても、厚みを６０ｍｍ以下に薄くしても実用に
支障のない強度の煉瓦が得られる。
【００２７】
　そこで、本発明では、煉瓦形状、寸法として、ＪＩＳ普通煉瓦のもの（厚さ６０ｍｍ、
幅１００ｍｍ、長さ２１０ｍｍ）に加えて、厚さ５０ｍｍ～６０ｍｍ、幅１００ｍｍ～１
１０ｍｍ、長さ２１０ｍｍ～２２０ｍｍのものとした。なお、寸法については±５％の許
容差があるものとする。
【発明の効果】
【００２８】
  このように、本発明では従来の煉瓦の製造工程を変更する必要がないために、新たな製
造費用の発生もなく、それでありながら、石炭灰を５０重量％以上高配合した、機械的強
度が高く、低い吸水率を有する煉瓦を製造することができる。
【００２９】
　また、このことは、北海道では火力発電所から発生する年間約６０万トンの石炭灰の新
たな有効利用につながるものである。
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【００３０】
  さらに、本発明の石炭灰高配合煉瓦は、エコマーク認定基準（石炭灰の混合率５０重量
％以上）、及びグリーン購入制度（舗装材用途で石炭灰の混合率２０重量％以上）の基準
値に適合する。したがって、環境性が高く、また、公共事業などにおける優先導入も期待
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　以下、本発明の石炭灰高配合煉瓦を製造する方法の実施の形態について説明する。
【００３２】
　なお、以下の説明で用いる赤煉瓦用粘土および石炭灰の化学組成、焼成工程および還元
焼成工程の条件は、本発明の範囲内の好適な一例を示すにすぎず、これらに限定されるも
のでないことは無論のことである。
【実施例】
【００３３】
　まず、本発明の実施に使用する赤煉瓦用粘土は北海道江別市で産出する野幌粘土であり
、蛍光Ｘ線分析による化学組成を下記表１に示す。野幌粘土の粒度は約２５％が２μｍ以
下の微砂であり、平均粒径Ｄ５０は約１０μｍである。また、軟化温度は約１２５０℃で
ある。
【００３４】
【表１】

【００３５】
　下記に示す実施例及び比較例で使用する石炭灰は、北海道電力（株）苫東厚真発電所か
ら排出されたフライアッシュであり、異なる３種類の石炭の燃焼灰である。その化学組成
を下記表２に示す。石炭灰Ａ、Ｂ、Ｃの軟化温度及び平均粒度Ｄ５０は、それぞれ、１４
３０℃、１４００℃、１５１４℃、及び２２μｍ、１５μｍ、１５μｍである。
【００３６】

【表２】

【００３７】
　次に、煉瓦の製造方法について説明する。約２０００ｋｇの前記原料粘土及び前記各石
炭灰Ａ、Ｂ、Ｃを両者の重量が同じになるように配合した後、混練機で混ぜ合わせたもの
を、押出し成型機により成形した。成形したもの、すなわち成形体を数日間乾燥させた。
焼成はトンネルキルンを用いて行ったが、温度パターンは、およそ、予熱１０時間、焼成
１０時間、冷却２０時間で行った。焼成方法は最も一般的な大気中焼成の他に「中性焼成
」及び「還元焼成」を行った。「中性焼成」及び「還元焼成」ではいずれも重油バーナー
の燃料流量を制御して低酸素雰囲気を形成させるが、低酸素雰囲気を間欠的に形成させる
ことで炉内温度の過度な上昇を制御して安定化させた。「中性焼成」と「還元焼成」との
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違いは間欠還元を行う場合の低酸素雰囲気と酸化雰囲気との持続時間の比率であり、中性
還元と比較して還元焼成では全焼成時間に対する低酸素雰囲気の持続時間が長くなってい
る。
【００３８】
 （比較例１）
　適量の水を加えた前記表１に示される野幌粘土と前記表２に示される炭素含有量が２．
８重量％であり、またカルシウム含有量（酸化物換算）が４．１重量％である石炭灰Ａと
を５０重量％ずつ混合して、押出し成型機で約１００ｍｍ×２１０ｍｍの形状で棒状に押
出し、これを約６０ｍｍ厚に切断して数百枚の成形体を作製した。なお、成形は乾燥収縮
及び焼成収縮を考慮して、若干大きめの寸法で作製している。成形体は約２週間十分に乾
燥させた後、焼成を行った。焼成は成形体を搬送機に数段重ねて積み込み、これをトンネ
ルキルン炉で、焼成時間約１０時間、焼成温度１０８０℃及び１１２０℃の条件で焼成し
て煉瓦を得た。
【００３９】
　その結果、１０８０℃で焼成した煉瓦の場合には欠陥は見られなかったが、１１２０℃
で焼成した煉瓦の場合には全ての煉瓦で膨れや煉瓦同士の融着などの欠陥が多数発生して
いた。欠陥が発生した煉瓦を長尺方向に対し直角に切断した断面図を図１に示す。煉瓦表
面より１０～２０ｍｍ内側から中心までの黒色部分と表面側の赤茶色の部分で色の大きな
ムラが発生している。
【００４０】
　また、これらの色ムラの境界部分には目視で数ｍｍ以下の細かい気孔が多数観察された
。色ムラの境界面では黒色部分と赤茶色部分に完全に隙間が発生して煉瓦表面を押し広げ
て膨れを発生している煉瓦も見られた。また、焼成時に他の煉瓦と接触していた部分では
煉瓦同士の融着の発生も見られた。
【００４１】
　変色の発生した煉瓦では焼成時の収縮が大きすぎて煉瓦内部への空気の拡散が不足する
ために、石炭灰中に含まれている未燃炭素の影響で酸化物が還元されたと考えられる。実
際に炭素濃度分析の結果から、黒色部分及び赤茶色部分の炭素濃度は、それぞれ、０．０
８５重量％及び０．６９９重量％となっており、煉瓦内部では原料石炭灰に含まれていた
炭素の大部分が消費されている。その結果、鉄などの還元色である黒色に変色し、また、
この時に発生した炭酸ガスによって色ムラの境界部分には気孔などが形成されたと考えら
れる。
【００４２】
　つまり、膨れや融着の主な発生原因は石炭灰を混合することによる高温下での収縮率の
極端な増大と軟化温度の低下であると考えられる。
【００４３】
　また、石炭灰Ａを用いて１０８０℃で焼成した煉瓦の焼成収縮率、２４時間吸水率、密
度及び圧縮強度は、それぞれ、４．８％、１１％、１．８ｇ／ｃｍ3及び８０Ｎ／ｍｍ2で
あった。焼成温度が低いために収縮率が小さく、吸水率はＪＩＳ普通煉瓦４種で定められ
た１０％以下の値が得られていない。
【００４４】
　なお、圧縮強度については、ＪＩＳ基準値である３０Ｎ／ｍｍ2よりも高い８０Ｎ／ｍ
ｍ2の値が得られている。
【００４５】
 （比較例２）
  次に、前記表２に示される炭素含有量が２．１重量％であり、またカルシウム含有量（
酸化物換算）が１．８重量％である石炭灰Ｂを用いた以外、他の条件は比較例１と同様に
して成形体を作製して、これを１１２０℃及び１１４０℃の焼成温度で焼成して煉瓦を得
た。焼成温度が１１２０℃の場合には欠陥が発生しなかったが、１１４０℃の大気中焼成
及び還元焼成では、約半数の煉瓦に比較例１と同じように膨れや融着の発生が見られた。
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ただし、１１４０℃の焼成温度で欠陥が発生したものでも、比較例１で１１２０℃の焼成
温度で焼成した煉瓦と比較して、変色、膨れや融着の程度は小さかった。
【００４６】
　なお、石炭灰Ｂを用いて１１２０℃で焼成した煉瓦の焼成収縮率、２４時間吸水率、密
度及び圧縮強度は、それぞれ、４．８％、１１％、１．８ｇ／ｃｍ3及び８０Ｎ／ｍｍ2で
あった。焼成温度が低いために収縮率が小さく、吸水率はＪＩＳ普通煉瓦４種で定められ
た１０％以下の値が得られていない。
【００４７】
　なお、圧縮強度については、ＪＩＳ基準値である３０Ｎ／ｍｍ2よりも高い８０Ｎ／ｍ
ｍ2の値が得られている。
【００４８】
 （比較例３）
  次に、前記表２に示される炭素含有量が２．８重量％であり、またカルシウム含有量（
酸化物換算）が０．８重量％である石炭灰Ｃを用いた以外、他の条件は比較例１と同様に
して成形体を作製して、これを１０８０℃の焼成温度で焼成して煉瓦を得た。得られた煉
瓦には膨れや融着などの欠陥は見られなかった。
【００４９】
　なお、石炭灰Ｃを用いて１０８０℃で焼成した煉瓦の焼成収縮率、２４時間吸水率、密
度及び圧縮強度は、それぞれ、４．３％、１０％、１．８ｇ／ｃｍ3及び８０Ｎ／ｍｍ2で
あった。吸水率は１０％とＪＩＳ普通煉瓦４種で定められた値の上限値程度が得られたが
、焼成炉内における焼成条件のばらつきなどを考慮すると十分な値であるとは言えない。
【００５０】
　なお、圧縮強度については、ＪＩＳ基準値である３０Ｎ／ｍｍ2よりも高い８０Ｎ／ｍ
ｍ2の値が得られている。
【００５１】
 （実施例１～３）
　次に、前記表２に示される炭素含有量が２．８重量％であり、またカルシウム含有量（
酸化物換算）が０．８重量％である石炭灰Ｃを用いて比較例３と同様に作製した成形体を
１１７０℃の焼成温度で焼成して煉瓦を得た（実施例１）。石炭灰Ｃを用いた場合には焼
成温度が１１７０℃と高いにもかかわらず、石炭灰Ａ及び石炭灰Ｂを用いて１１２０℃及
び１１５０℃の焼成温度で焼成した場合に見られた膨れや煉瓦同士の融着などの欠陥は見
られなかった。
【００５２】
　また、石炭灰Ｃを用いて比較例３と同様に作製した成形体を１１４０℃の焼成温度で、
焼成雰囲気を「中性」（実施例２）及び「還元」（実施例３）として焼成を行い煉瓦を得
た。いずれの焼成条件においても、膨れや煉瓦同士の融着などの欠陥は見られなかった。
【００５３】
  実施例１～３により得られた各煉瓦の物性を下記表３に示す。
【００５４】
【表３】

【００５５】
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　前記表３に示される結果をみると、石炭灰Ｃを用いて高温焼成、中性焼成及び還元焼成
を行うことで、比較例１、２及び３で得られた煉瓦と比較して焼成収縮が大きく、吸水率
が１０％以下まで低下していることが分かる。特に、還元焼成した煉瓦では吸水率がＪＩ
Ｓ４種の基準値の半分以下の約４％と低い値のものが得られている。また、圧縮強度につ
いても、焼成温度を高くすることにより、さらに、増加する傾向が見られ、前記表３に見
るように１１７０℃焼成（実施例１）と還元焼成（実施例３）では圧縮強度が８５Ｎ／ｍ
ｍ2の値が得られている。
【００５６】
　なお、本実施例では、カルシウム含有量（酸化物換算）０．８重量％とし、また、炭素
含有量２．８重量％として実施したが、本発明の実施はこれに限定されるものではなく、
カルシウム含有量（酸化物換算）１．５重量％以下の範囲とし、また炭素含有量２．８重
量％以下の範囲として本発明を実施することができることは勿論のことである。
【００５７】
 （カルシウム濃度の規定のための試験）
  前述したように、膨れや煉瓦同士の融着の主な発生原因は、粘土の石炭灰を混合するこ
とによる高温下での収縮率の極端な増大と軟化温度の低下であると考えられる。煉瓦の主
成分であるシリカなどの軟化に影響する因子として、原料中のアルカリ成分の含有量が考
えられる。前記表２の石炭灰の化学組成の比較からアルカリ成分の中でも特に酸化カルシ
ウムの含有量は石炭灰の種類によって異なり、また、これまでに示した比較例１～３及び
実施例１～３の結果から、酸化カルシウムの濃度が高いほど、膨れや煉瓦同士の融着が起
こりやすいという傾向が見られる。
【００５８】
　そこで、カルシウム濃度の影響を評価して、本発明において用いることができるカルシ
ウム濃度の値を規定するために以下の試験を行った。
【００５９】
　前記表２で示した石炭灰Ｃに酸化カルシウムを加えて、これに前記表１の野幌粘土を５
０重量％混合して試験片を作製し、焼成試験を行った。カルシウム含有量は石炭灰に対し
て０．８重量％（酸化カルシウム無添加）、１．０重量％、１．５重量％及び２．５重量
％となるように調整した。各試験片は以上の方法で調整した原料に約２０重量％の水を加
えて、プレス機で１０００ｋｇの加重を加えて、直径５０ｍｍ、厚さ約６ｍｍの円盤状に
成形し、これを、約１２時間、自然乾燥させた後、さらに、８０℃に設定した乾燥機で乾
燥させた。焼成温度は本発明における焼成温度の上限値である１２５０℃として、焼成時
間は５時間とした。
【００６０】
　また、比較のために、前記表２に示される酸化カルシウム含有量が１．８重量％の石炭
灰Ｂと粘土を５０重量％混合した試料についても焼成試験を行った。この時に酸化カルシ
ウムは添加していない。
【００６１】
　その試験結果を下記表４に示す。
【００６２】
【表４】

【００６３】
　前記表４に示される結果から、酸化カルシウムの含有量の増加にしたがって、収縮率が
３．６％から６．４％まで増大し、２．５重量％では試験片がその下に置かれたアルミナ
板に融着した。したがって、実際の煉瓦原料の場合にも石炭灰中のカルシウム分が少ない
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ほど、焼成収縮率が小さく、軟化温度が高く、耐火性が向上することは明らかである。
【００６４】
　また、石炭灰Ｂを用いて同様に作製した試料の焼成収縮率は８．０％であった。石炭灰
中の酸化カルシウム含有量が１．５重量％の場合は焼成収縮率が６．４％であるから、こ
の試験片は、石炭灰Ｂ混合の試験片と比較して、耐火性に優れていると言える。
【００６５】
　石炭灰中の酸化カルシウム濃度が１．８重量％である石炭灰Ｂの混合煉瓦では、比較例
２で示したように、１１４０℃における焼成時に一部の煉瓦に欠陥が発生したが、本試験
結果から、本発明において用いることができる石炭灰中の酸化カルシウム濃度が１．５重
量％以下であれば、石炭灰Ｂの混合煉瓦よりも耐火性が優れ、したがって、１１３０℃以
上の焼成が可能となったと考えられる。
【００６６】
　以上の試験結果から、焼成温度を１１３０℃以上とする本発明で用いることができる石
炭灰中の酸化カルシウムの含有量としては、１．５重量％以下とする。
【００６７】
　なお、本試験で得られた焼成収縮率や軟化温度の値については、減圧下で押出し成形を
行い、乾燥・焼成などの工程が異なり、また、石炭灰中のカルシウムの形態も異なる実際
の煉瓦と比較するものではなく、本試験は用いた試験片同士の相対的な比較を行うもので
ある。
【００６８】
　また、野幌粘土にもカルシウムは約１．１重量％含まれている。しかしながら、野幌粘
土中のカルシウムは化学的に安定な灰長石の構造を有し、焼成後もその構造を維持するた
め、シリカの軟化温度の低下に及ぼす影響は小さい。
【００６９】
　また、粘土と石炭灰ではカルシウムの溶出特性が異なる。石炭灰Ａ及び野幌粘土５ｇを
それぞれ水１０ｍｌに２４時間浸漬させ、その後、濾過溶液中のカルシウム濃度をプラズ
マ発光分光分析装置で分析した結果では、石炭灰Ａ及び野幌粘土の濾過溶液中のカルシウ
ム濃度はそれぞれ１０７ｐｐｍ及び３ｐｐｍと、石炭灰Ａの場合は野幌粘土と比較して約
３６倍大きな値となっていた。
【００７０】
　したがって、煉瓦製造工程において加水された原料の混練、成形、乾燥時には石炭灰か
らカルシウムの溶出が起こり、原料中に分散し、その結果、焼成時にシリカなどと反応し
ていることが考えられる。
【００７１】
　これらのことからも、本発明では煉瓦の焼成収縮、軟化温度の低下への影響の大きい石
炭灰中のカルシウム濃度を１．５重量％以下と規定することが重要な要件であると言える
。
【００７２】
 （炭素濃度の規定のための試験）
  石炭灰中の炭素は、比較例１で示したように、焼成中に炭酸ガスとなり、煉瓦中に気孔
を形成したりして膨れの原因となるので、その含有量は少ない方が望ましい。さらに、一
般的に原料中に含まれる炭素分が多いと燒結体が多孔質化することは良く知られていて、
本発明の目的である低い吸水率の煉瓦を製造する上で炭素含有量が多いことは望ましいこ
とではない。
【００７３】
　そこで、本発明で用いることができる炭素濃度の上限値を規定するために、以下の試験
を行った。
【００７４】
　前記表２で示した石炭灰Ｃに活性炭素粉末を加えて、これに前記表１に示される野幌粘
土を５０重量％混合して試験片を作製し、焼成試験を行った。炭素含有量は石炭灰に対し
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て２．８重量％（炭素は無添加）、４．８重量％及び９．３重量％となるように調整した
。試験片は以上の方法で調整した原料に約２０重量％の水を加えて、プレス機により１０
００ｋｇの加重を加えて、直径５０ｍｍ、厚さ約６ｍｍの円盤状に成形し、これを、約１
２時間、自然乾燥させた後、さらに、８０℃に設定した乾燥機で、約３時間、乾燥させた
。焼成温度は本発明における焼成温度の上限値である１２５０℃として、焼成時間は５時
間とした。
【００７５】
  なお、北海道電力（株）苫東厚真発電所から排出されたフライアッシュの炭素含有量は
、大部分が３重量％以下であるが、ボイラーのタイプによっては炭素が１２重量％程度ま
で含まれるものがある。
【００７６】
　各焼成試料の密度を下記表５に示す。
【００７７】
【表５】

【００７８】
　前記表５に示される試験結果から、炭素含有量の増加にしたがって、燒結体の密度が減
少している。したがって、本発明の低い吸水率の煉瓦の製造のためには、石炭灰中の炭素
含有量が少ないほど好ましいことが、本試験から明らかである。
【００７９】
　そこで、本発明において用いることができる石炭灰中の炭素の含有率としては、実施例
１～３で高い燒結密度の煉瓦が得られていることが実証されている、石炭灰Ｃと同じ２．
８重量％以下とする。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】石炭灰Ａを用いた煉瓦（焼成温度：１１２０℃）の断面図。
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